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今後の土砂災害対策の方向性 参考資料 

１ 国土の保全に資する土砂災害対策の推進 
 
２ 人命の保全と地域の安心・安全の確保 
 

土砂災害対策を取り巻く社会条件 自然環境 変化 対応３ 土砂災害対策を取り巻く社会条件・自然環境の変化への対応 
 
４ 国家的危機管理としての大規模土砂災害への対応４ 国家的危機管理としての大規模土砂災害への対応
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１ 国土の保全に資する土砂災害対策の推進 

根幹的な砂防事業の推進（１）～（３） 
国土の状況変化の把握・周知の推進国土の状況変化の把握・周知の推進
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根幹的な砂防事業の推進（１） 

荒廃地や崩壊地等からの土砂流出等に下流での氾濫被害を防止する直轄砂防事業等を推進荒廃地や崩壊地等からの土砂流出等に下流での氾濫被害を防止する直轄砂防事業等を推進。
国土の荒廃状況等の実態について情報提供を行い、砂防事業に対する国民の理解を醸成すると
ともに、砂防事業の計画へ反映し、効果的な事業展開を図る 

現在 重荒廃地 常 寺水系 荒廃地状日本の国土と重荒廃地域 現在の重荒廃地、
一般荒廃地の分布 

現在の重荒廃地域・一般荒廃地 

・荒廃地面積を指標に選定

常願寺水系の荒廃地状況 

・荒廃地面積を指標に選定

今後の重荒廃地域・一般荒廃地 

・荒廃地面積に加え、深層崩壊・火山を 
常願寺川上流の鳶崩 

● 

 指標に追加し、再整理。現地の崩壊
 データ等を定期的に公表していく。 

砂防事業の計画への適切な反映 
湯川付近の荒廃状況

砂防設備等の整備による 
根幹的な対策の実施 

湯川付近の荒廃状況 

富士山 大沢崩れ源頭域 
立山カルデラ出口付近の 
白岩砂防堰堤群  2 



根幹的な砂防事業の推進（２） 

直轄砂防事業の実施においては 短期的な計画 中長期的な計画を定め 段階的・計画的事業直轄砂防事業の実施においては、短期的な計画、中長期的な計画を定め、段階的 計画的事業
の実施による早期の効果発現を図るとともに、目標設定の考え方や対策の進捗状況、事業の効
果等を国民に周知することにより土砂災害や砂防事業に対する理解の促進に努める 

竜 水系 事例天竜川水系の事例 

短期的な計画に基づく対策 

土砂災害対策の目標 施設整備の計画 

戦後２番目の規模の土砂流出から 
地域と重要交通網を保全

太田切川

道路や橋梁等に甚大な被害が生じた
昭和57年台風10号による災害

戦後２番目の規模の 
土砂流出による氾濫からの 
地域の安全確保及び 
下流域の重要交通網を

地域と重要交通網を保全 
太田切川

与田切川 

小渋川 

昭和57年台風10号による災害

下流域の重要交通網を 
保全する砂防設備の整備を 
実施 

既往最大の土砂流出でも地域
が安全 な な砂防 備

既往最大の土砂流出が発生した 
昭和36年6月の災害 

既往最大の 
土砂流出でも 
地域が安全と

中長期的な計画に基づく対策 

天竜川 
新宮川 

が安全となるような砂防設備
の整備を進める。 

地域が安全と 
なるような 
砂防設備の 
整備 

日雨量325mm、総雨量579mmの集中豪雨に 
より死者・行方不明者が130名が生じた 
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根幹的な砂防事業の推進（３） 

土砂流出等によるわが国の社会経済活動を支える重要な交通網・ライフラインや生産基盤の機土砂流出等によるわが国の社会経済活動を支える重要な交通網 ライフラインや生産基盤の機
能の停止・低下等に伴う深刻かつ広域的な影響を回避・軽減するための砂防設備等の整備を重
点的に推進する 

ライフラインの保全重要交通網の保全

鉄道、高速道路や 
主要国道など、経済 
活動に重要な役割を

ライフラインの保全

国民の生活の安心安全に直結するライフラインの
重点的な保全を推進。 

重要交通網の保全 

活動に重要な役割を
担う施設の重点的な 
保全を推進 

鉄塔 

電線 

倒壊した鉄塔 

JR東海道線 

国道１号 

対策工凡例 
集水井

地震により発生した土砂の崩壊に

東京電力HPより 

東名高速道路

：集水井

：横ボーリング 
：深礎杭 

より鉄塔が倒壊。電力供給の停止
等により様々な不測の事態を生じ
るおそれ。 朝日新聞 朝刊 

（平成23年5月17日掲載）  4 由比地区地すべり（静岡県静岡市清水区）



国土の状況変化の把握・周知の推進 

土砂生産・移動のポテンシャルが高い荒廃地、地すべりや火山等の地域において、リモートセンシング技術等を土砂生産 移動のポテンシャルが高い荒廃地、地す りや火山等の地域において、リモ トセンシング技術等を
活用した継続的な監視・観測を実施し、平常時の予防対策の効果的な実施に適切に反映するとともに、土砂災
害のリスク変化の的確な把握により、緊急時の迅速かつ円滑な対応のための危機管理体制の充実・強化を図る 

リモ トセンシング技術による監視 観測及び技術の開発

国民の国土に対する関

情報の国民への周知 

リモートセンシング技術による監視・観測及び技術の開発

強震度地域での衛星写真判読に 
よる崩壊地抽出 

衛星画像による火山噴火の 
降灰範囲の抽出 

国民の国土に対する関
心を高めるとともに国
土保全に資する土砂災
害対策の必要性・重要

衛星画像から 
推定された 
新燃岳の 
火山灰の 害対策の必要性 重要

性に対する理解の醸成                           しらかわ     はのきだいら 

福島県白河市葉ノ木平 

火山灰の
堆積状況 
（JAXA提供） 

予防対策の効果的な実

砂防事業等の計画への反映 

予防対策の効果的な実
施 
緊急時の迅速かつ円滑
な対応のための危機管

衛星画像判読範囲 

地震後の降雨による土砂災害発生 
傾向について分析を実施

噴火直後から迅速に降灰範囲の拡大、 
変化を把握

                          なすからすやま             かわにし 

栃木県那須烏山市川西 

理体制の充実・強化 
傾向について分析を実施 

地震後の土砂災害発生のポテンシャルの 
変化を予測する技術の構築 

変化を把握

降灰による土石流の発生リスクを迅速に 
予測する技術の構築  5 



２ 人命の保全と地域の安心・安全の確保 

警戒避難対策の推進（１）～（５） 
効率的な施設整備と計画的な効率的な施設整備と計画的な

 維持管理の推進（１）～（２） 
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警戒避難対策の推進（１） 

土砂災害の危険性を広く国民に周知するとともに 警戒避難体制の整備 安全な土地利用への土砂災害の危険性を広く国民に周知するとともに、警戒避難体制の整備、安全な土地利用への
転換を図るため、土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域の指定及び土砂災害ハザードマッ
プの作成・周知等を強力に推進する 

土砂災害警戒区域等の早期指定による 
土砂災害のおそれのある箇所の周知 

地域住民が主体となった警戒避難体制の 
整備の推進 

群馬県みどり市東町萩原地区の事例 

500,000 
土砂災害特別警戒区域（レッド） 

土砂災害警戒区域（イエロー） 
約52万 

早期の指定

300 000

400,000 
早期の指定

行政や防災教育の専門家がわかり
やすい説明で、土砂災害に対する意
識を啓発 

地域住民が主体となって、避難場
所や避難経路を意識した防災マッ
プを作成 

178,448

219,903 

200,000 

300,000 

地域住民により作成した防災マップ 

55 202
74,158 

103,268 
85,190 

132,256 

100,000 

0  8  116  1,129  6,983 
17,926 

36,430 
55,202

0  13 

126  3,580 14,296 43,722

0 
H13年度末 H14年度末 H15年度末 H16年度末 H17年度末 H18年度末 H19年度末 H20年度末 H21年度末 H22年度末  危険箇所 
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警戒避難対策の推進（２） 

近年のライフスタイルの多様化、情報通信技術の進展等を踏まえ、多彩なコミュニケーションツールの活用に

多彩なコミュニケーションツールを活用した土砂災害情報の提供

近年のライフスタイルの多様化、情報通信技術の進展等を踏まえ、多彩なコミュ ケ ションツ ルの活用に
より、分かりやすくタイムリーな土砂災害関連情報を提供するとともに双方向コミュニケーションシステムを構
築し、土砂災害による人命被害の軽減を図る 

多彩なコミュ ケ ションツ ルを活用した土砂災害情報の提供

１．土砂災害のおそれのある箇所が膨大 

土砂災害情報の提供における課題 
多様なコミュニケーションツールを活用し多重的、即時的に、的確な情報を提供 

改善の方向性 

地デジ デ タ放送●関係する全ての世帯に連絡するのに 
 時間を要する 
 
●個別の世帯に一斉連絡が行える端末の

テレビ パソコン
テレビ画面 

地デジのデータ放送 土砂災害ＨＭのweb公開 

 整備には膨大な費用を要する 

２．防災行政無線等の情報端末の限界 
●豪 時 は屋外 ピ カ 音声が

操作範囲 
地デジ対応テレビリモコンで 
「土砂災害警戒情報」を選択

●豪雨時には屋外スピーカーの音声が
 聞こえない場合がある 
 
●情報の冗長性がない（１回聞き逃がすと 

再度情報を得る が困難）

携帯電話 

砂災害警戒情報」を選択

口コミ情報による情報共有 携帯電話会社からの情報提供 

 再度情報を得るのが困難） 
 
●発信できる情報が限定的 

３．土砂災害警戒情報の限界 
●土砂災害警戒情報だけでは、避難行動の 
 決め手にならない 
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警戒避難対策の推進（３） 

最新のコミュニケーションツールを活用した土砂災害情報の提供最新 を活用 砂災害情報 提供

スマートフォンの活用案 

スマートフォンの特徴

ユーザーがいる場所や状況に合わせた情報を自動で検索し 
提供するアプリケーションを開発することを提案 

スマートフォンの特徴 
提供する情報のイメージ

●月●日（月） 
 
本日の土砂災害の 

● 

発生確率：８０％ 
（過去５年間のうち、 
 ４年土砂災害が 
 発生しています。） 

ジ図

あなたは今、土砂災害
警戒区域内にいます。
土砂災害に十分警戒

してください 
ジ図 

高機能のアプリケーションの追加
機能 
大容量のデータの 
高速通信・処理機能

土砂災害警戒情報発表中 

避難所 

高速通信・処理機能 

ＧＰＳ機能 

ｅｔｃ・・・ 

避難経路 
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警戒避難対策の推進（４） 

土砂災害が発生したことを想定した行政機関間における情報伝達訓練や、住民を対象とした避難訓練や土砂土砂災害が発生したことを想定した行政機関間における情報伝達訓練や、住民を対象とした避難訓練や土砂
災害に関する情報発信を展開することにより、災害発生時の警戒避難体制の充実・強化を図る 

【参考】平成２２年度に全国で行われた土砂災害を想定した情報伝達訓練および避難訓練 
・参加した自治体：1,339市町村

関係機関間の情報伝達訓練 住民の避難訓練 

県 市町村 気象台等において 土砂災害警戒情報 行政からの災害情報や避難勧告等の伝達や、住民による避

 参加した自治体：1,339市町村
 ・参  加  者  ：約9万9千人 

県、市町村、気象台等において、土砂災害警戒情報
などの災害関連情報を伝達する訓練を実施し、職員
の対応能力の向上や課題・問題点の改善を図る 

行政 災害情報 避難勧告等 伝達 、住民 る避
難場所・避難経路を確認することにより、避難体制の強化と
住民の防災意識の向上を図る。また、全国的に土砂災害が
頻発している時期等に、効果的な啓発を行う。 

災害状況の取りまとめ  災害情報の集約  行政からの情報伝達訓練  災害時要援護者関連施設での 
避難訓練避難訓練

電話、ＦＡＸ、パソコン等による情報伝達 
住民の避難訓練 
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警戒避難対策の推進（５） 

幅広い年代を対象とした防災教育の推進等により、土砂災害に対する警戒避難体制の充実・強化

教育現場における土砂災害に関する防災教育 

幅広 年代を対象 防災教育 推進等 り、 砂災害 対する警戒避難体制 充実 強化
と国民の防災意識の醸成を図る 

学習指導要領の改訂 
 ・自然災害に対する学習の項目が大幅増加 

H20 

H23年度～ 新しい学習指導要領に沿った教科書によるわが国の自然災害の起こりやすい 
国土の状況や行政が進めている対策を調べる授業開始 
 小学校５年 社会の事例  キーワード：「自然災害の防止」

教科書会社に対する説明会
土砂災害を題材にした 
防災教育プログラムの検討

継続実施（年１回） 
教科書会社に対する説明会 防災教育プログラムの検討

（防災教育の専門家と連携し、授業を行う教員のためのプログラ
ムの開発） 

小学校教諭を
教科書会社の

小学校教諭を 
対象とした 
講習会の開催 

関係者に土砂
災害に関する
説明会を開催 
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効率的な施設整備と計画的な維持管理の推進（１） 

今後増大が予想される砂防関連施設の老朽化等による損傷・機能の低下を把握し ライフ今後増大が予想される砂防関連施設の老朽化等による損傷 機能の低下を把握し、ライフ
サイクルコストを考慮した設計、計画的な維持管理・補修を推進。 

ライフサイクルコストを考慮した施設整備 効果的な維持管理・補修によるコスト削減ライフサイクルコストを考慮した施設整備 効果的な維持管理 補修によるコスト削減 

戦略的な先行投資によるメンテナンス費用の 
削減を推進 

砂防施設台帳等を活用した管理計画の策定
による計画的な維持・補修の推進 

健全度 設備の腐食による損傷 

ライフサイクルコスト 

集水井のライナープレートを腐食に強い資材で施工し、 

維持管理にかかる費用を抑制 
施設の大規模補修が必要になる前に計画的に 

維持・補修を行うことにより、トータルコストを抑制  12 



効率的な施設整備と計画的な維持管理の推進（２） 

砂防設備等の損傷・機能低下の早期の覚知及び迅速な対応を図るため 地域住民による見廻り

地元住民等による地すべり防止区域の巡視・点検 
（新潟県の事例）

砂防惣代による施設管理及び地すべりの監視 
（長野県小川村）

砂防設備等の損傷 機能低下の早期の覚知及び迅速な対応を図るため、地域住民による見廻り
など地域と連携した施設管理体制の構築を推進 

■概要 
 明治時代から地域で住民の選挙により選ばれた砂防対策の役員である
「砂防惣代」を組織し、地域の砂防設備等の維持管理及び地すべり等によ
る土地 変状 かかる監視 観測を実施

■ 概要 
 県が市町村に委託し、市町村が「地すべり区域内またはその近隣に
居住する者」を非常勤職員 として雇用し、地すべりの巡視を委託し、施
設 管理を毎月実施

（新潟県の事例） （長野県小川村）

る土地の変状にかかる監視・観測を実施

 
■活動内容 
  ・施設の維持管理 

工事要請

設の管理を毎月実施

 
■ 活動内容 （巡視内容） 
  ・地すべりなどの兆候の発見 

地すべり防止施設の亀裂 損傷箇所の発見

砂防惣代は 
明治１８年に ・工事要請

  ・工事における地元調整 
 

  ・地すべり防止施設の亀裂、損傷箇所の発見
  ・地すべり等防止法で定める制限行為に対する違反者の 
   発見 
 
■ 活動実績（平成21年度） 

明治１８年に 
組織され、現在
も１２０年以上
にわたり継続 

昭和10年頃の砂防惣代
 ・地すべり巡視員：238名 
 ・地すべり防止施設の変状や地すべりの兆候を257件を県に報告 
 

昭和10年頃の砂防惣代

巡視員による巡視状況  砂防惣代による施設の維持管理 県によるマニュアル作成  地域の地すべり観測センター 
13 



土砂災害対策を り巻く社会条件 自然環境３ 土砂災害対策を取り巻く社会条件・自然環境の 
変化への対応変化 の対応

社会条件の変化への対応（１）～（３）社会条件の変化 の対応（ ） （３）
自然環境の変化への対応（１）～（４） 

14 



社会条件の変化への対応（１） 

土砂災害が発生した場合におけるまちづくりや保全対象に対する影響を考慮した重点的な

被災すると地域集落の維持に重大な影響を及ぼす箇所への重点化

土砂災害が発生した場合におけるまちづくりや保全対象に対する影響を考慮した重点的な
土砂災害対策を推進。 

人口・資産集中地区における対策  山間部における対策 

土砂災害警戒区域 
避難所（学校、公民
館等）、防災拠点館等）、防災拠点
（市町村役場、警察
署、消防署等）など
の地域の中枢施設
を守る砂防堰堤等を守る砂防堰堤等
を優先的に整備。 

市街地で土石流等
が発生した場合に甚

防災拠点 

が発生した場合に甚
大な被害が生じるお
それがある箇所で、
砂防堰堤等の重点
的な整備。 

砂防堰堤の整備 
15 

地域防災計画に記載のある 
避難所（公民館） 



社会条件の変化への対応（２） 
ほうふ 

災害時要援護者関連施設への土砂災害対策の一層の重点化及び他機関との連携災害時要援護者関連施設 の 砂災害対策の 層の重点化及び他機関との連携

施設の規模や構造等に着目したより重点的な砂防設備等の整備や土砂災害警戒区域の 
指定等によるソフト対策を行うとともに省庁間等の他分野との連携を推進。 

被災の確率が高いと思われる２４時間滞在型で、 
入所者が多く１階建ての施設等 施設の規模や

土砂災害警戒区域等の指定の推進 

●土砂災害のおそれのある 
区域を明示

砂防設備等の重点整備 

入所者が多く１階建ての施設等、施設の規模や

構造等の特性をふまえ一層の重点整備を推進 
例） 24時間滞在型で1階建ての施設 

24時間滞在型で収容人数が50人以上の施設 等

区域を明示
●ハザードマップの作成や 
 防災訓練の実施 
●立地抑制 

24時間滞在型で収容人数が50人以上の施設 等

他分野との連携 
災害時要援護者関連施設を所管している部局と

収容人数が50人以上
の老人福祉施設 

土石流 災害時要援護者関連施設を所管している部局と
連携を強化することにより、立地抑制を推進 

・事業者からの 
 開発計画を情報共有 

・土砂災害危険箇所、 
 警戒区域等の情報共有 

山口県の取組例 

都道府県 
砂防部局 

都道府県 
民生部局等 連携の強化 

開発計画が

砂防堰堤 

土石流の氾濫が想定される区域 

事業者  ・開発計画が 
  土砂災害危険箇所、 
  警戒区域等の場合 
 計画変更を促す 

・開発計画が 
 土砂災害危険箇所、 
 警戒区域等の場合 
   計画変更を促す 
 （多方面からの促し） 

被害想定区域 

老人福祉施設 砂防堰堤 
民生部局と連携し 
立地抑制を目的と 
した開発の指導 

要綱を作成 16 



社会条件の変化への対応（３） 

里山砂防等の取り組みを地域と協働して推進し、地域が参画した国土の保全と安全で魅力

地域と協働した里山砂防等の実施 地域の安全確保 

里山砂防等の取り組みを地域と協働して推進し、地域が参画した国土の保全と安全で魅力 
ある地域・集落の存続を図る 

工事用・管理用 
道路の活用 

山腹工 

里山砂防のイメージ 
砂防堰堤等の整備
地域が参画した支障木の除去 

渓流保全工 

支障木の 
伐採・搬出 

地域の活性化 
森林施業の作業道整備

支障木伐採等 

架線 

森林施業 作業道 備
林業の施業機会の創出 着手前  着手後 

作業道 

管理用道路 

堰堤予定地点 

地域・集落の維持 17 



深層崩壊の危険性の高い流域等の抽出を進めるとともに 崩壊 流出による甚大な被害

自然環境の変化への対応（１） 

深層崩壊の発生状況 深層崩壊のおそれの高い地域の推定

深層崩壊の危険性の高い流域等の抽出を進めるとともに、崩壊・流出による甚大な被害
を防ぐための対応策を検討・実施する。  

深層崩壊の発生状況 深層崩壊のおそれの高い地域の推定

第四紀隆起量と地質との関係 
 を整理分析、統一的な指標で 
深層崩壊を調査し、「深層崩壊深層崩壊を調査し、「深層崩壊  
 推定頻度マップ」を作成。 

平成１７年９月、宮崎県別府田野川では、台風１ 深層崩壊のおそれのある箇所において、

平成22年8月 
国土交通省発表 宮崎県宮崎市鰐塚山山系で発生した大規模崩壊（H１７） 

わにつかやま 

４号による大雨に伴い、大規模な斜面崩壊（深層
崩壊）が発生した。 

①大規模地震時の初期点検を実施 
②緊急的に既存堰堤の除石を実施 
③堰堤の緊急嵩上げ施設を活用できるよう整備  18 



自然環境の変化への対応（２） 

深層崩壊の発生リスクを渓流レベルで評価 深層崩壊に対する危機管理 ●深層崩壊の発生リスクを渓流レベルで評価

①大規模地震時に初期点検を実施 

深層崩壊に対する危機管理

大規模地震時

● 

に、危険性の高
い深層崩壊の
おそれのある
箇所を優先的

②緊急時に既設堰堤を除石 

除石後

に点検を実施。 

緊急時に既設堰堤
除石後

緊急時に既設堰堤
を除石することによ
り、応急的に土砂
の捕捉容量を確
保

③堰堤の緊急嵩上げが可能な施設整備 

保。

緊急時に鋼製の枠をク
レーンなどでつり上げて、
砂防堰堤の水通し部上
（または袖部上）に設置
することにより、土砂の捕
捉容量の増加を図る。
（開発中） 

19 



自然環境の変化への対応（３） 

対策工事における間伐材の利用 砂防関連施設を活用した小水力発電の普及促進により 天然

資源、エネルギーの有効利用等、緩和策に資する取り組み 

対策工事における間伐材の利用、砂防関連施設を活用した小水力発電の普及促進により、天然
資源・エネルギーの有効活用を促進  

間伐により発生する間伐材を対策工事に有効利

間伐材の活用 小水力発電 

流水の落差を活用して、CO2を排出しないクリーンエネ
用することにより炭素の固定の推進に寄与 ルギーの普及促進を推進

取水口 

集水井 

横ボーリングから 
排水された水を活用 

長野県飯田市此田地区 
（地すべり対策） 

発電施設

発電所

発電により得られた電力
は、街路灯に活用。 
停電などの非常時に 

発電施設

福井県奥山川通常砂防事業 
（福井県若狭町） 

発電所

おける住民の避難に 
寄与。 

中部地方整備局天竜川上流河川事務所  20 



災害のリスクを把握する技術開発

自然環境の変化への対応（４） 

災害のリスクを把握する技術開発

大規模な土砂災害による被害推定の技術開発 土砂災害発生箇所の増加に関する技術開発 リモートセンシング技術に関する技術開発 

降雨量が斜面崩壊に与える影響を解
析し 降雨量増加に伴う災害発生リス

衛星画像による迅速な崩壊地抽出の
研究

流動化する地すべりの発生箇所・到
達範囲の予測に関する研究 析し、降雨量増加に伴う災害発生リス

クを予測する研究 

【災害前画像】 

研究
 

実績降雨 

達範囲の予測に関する研究 
 

豪雨による流動化地すべり 

【災害後画像】 
その他 

実績降雨の1.2倍 

モデルを用いて、
降雨量の変化が
斜面崩壊発生に

差分画像＝災害後画像ー災害前画像 

斜面崩壊発生に
与える影響を検討 

衛星画像による

災害発生前後の画像を
比較し、発生した崩壊地
を抽出 

融雪による流動化地すべり  

衛星画像による 
崩壊地抽出結果 

気候変動等様々な要因により変化する災害リスクを把握する技術開発を行い、土砂災害による被害の軽減を図る 
21 



４ 国家的危機管理としての大規模土砂災害への
対応対応

大規模土砂災害に対する危機管理の 
強化（１） （７）強化（１）～（７）
 

22 



大規模土砂災害に対する危機管理の強化（１） 

基本的な考え方基本的な考え方

災害予防 

ハード対策により対応する土砂災害とソフト対策を
組み合わせた対策により対応する土砂災害を踏まえた 
土砂災害対策を推進 

天然ダムや火山噴火に起
因する土砂災害といった
大規模な土砂災害につい

災害応急対応

ては、
「災害予防」及び 
「災害応急対応」による 
総合的な土砂災害対策を災害応急対応 

改正土砂法の適切な実施による警戒避難の強化 
大規模土砂災害危機管理計画による迅速な災害応急工事

総合的な土砂災害対策を 
実施 
⇒火山噴火緊急減災対策 
砂防計画等による対策を大規模土砂災害危機管理計画による迅速な災害応急工事

及び自治体の支援 
砂防計画等による対策を 
推進 

実践的な訓練 

実践的な訓練の実施による人材育成及び自治体への円滑な支援の実施

23 



大規模土砂災害に対する危機管理の強化（２） 

火山対策をはじめとする大規模な災害について 国が主体となり 都道府県や市町村との適切な火山対策をはじめとする大規模な災害について、国が主体となり、都道府県や市町村との適切な
役割分担のもと連携を図り、対策にかかる体制を強化 

火山対策 火山の分布状況
有珠山 

（2000年）

ひとたび発生すると広範囲に多大な

火山現象等の特徴 

火山対策 火山の分布状況 （2000年） 

被害が及ぶおそれ 
時々刻々と状況が変化し、リスクの
把握に技術力が必要 
現象の規模が大きい

三宅島 
（2000年）現象の規模が大きい 

火山対策の実施内容

（2000年） 

火山噴火緊急減災対策砂防計画 
監視・観測による噴火のリスクの把
握

火山対策の実施内容 

雲仙普賢岳 霧島山握 
土砂災害防止法に基づく緊急調査
等の危機管理体制の強化 
大規模土砂災害危機管理計画に

雲仙普賢岳
（1990年～） 

霧島山
（2011年～） 

   よる緊急時の体制強化 
実践的な訓練による人材育成 
  24 



大規模土砂災害に対する危機管理の強化（３） 

火山噴火緊急減災対策砂防計画 ● 

火山監視機器
リアルタイム ザ ド火山噴火の特性と対策

火山噴火に伴う土砂災害による被害を軽減するため、国及び都道府県の砂防部局において、火山毎にハー
ド・ソフト対策からなる火山噴火緊急減災対策砂防計画の策定を推進。 

火山噴火の発生や現象の予測は困難 
火山噴火の規模は大小様々で、噴火の頻度も小さい 
火山砂防計画に基づく基本対策として施設整備を完了する 
までには多くの時間と費用を要する

緊急ハード 
対策の施工 

火山監視機器
の緊急整備  リアルタイムハザード

マップによる危険区
域の想定  

緊急支援資
機材の備蓄  

火山噴火の特性と対策 

 までには多くの時間と費用を要する
 
 ⇒噴火災害の全てを対策施設で保全することは難しく、 
  また、必ずしも合理的ではない 

火山防災ス火山山麗緩

噴火活動に合わせて機動的な対策を行うため、 
 「平常時」と「緊急時」に分けた施設整備を実施

被害をできる限り軽減
（減災）するために 

火山防災ス
テーション機

能の強化  

火山山麗緩
衝帯の設定  光ケーブル等の

情報通信の整備 

平常時に実施する噴火対策  噴火時に実施する緊急対策 
火山噴火緊急減災対策砂防計画 

【導流堤】時」 緊 時」 分 施設 備を実施
・平常時：最低限の基幹的な施設の整備、用地取得等を行う 
・緊急時：噴火活動に合わせて機動的に工事を緊急的に行う 

平常時 前兆時 噴火発生

■ 緊急減災対策のイメージ 

【砂防堰堤】 

【緊急除石】 

従来の 
緊急対策

平常時 前兆時 噴火発生

緊急対策工除石工時等

１ヶ月 ２ヶ月 

  

火山活動の活発化 

緊急対策工イメージ図 

事前に最低限の基幹的な施設の整備、用地取得等 

緊急対策 

緊急減災 
対策  用地取得  基幹施設等  緊急対策工 

緊急対策工除石工時等

※【ソフト対策】 監視施設整備及び監視、緊急調査、リアルタイムハザードマップなど 

対策工が間
に合わない 

25 



大規模土砂災害に対する危機管理の強化（４） 

緊急時において 既存ストックの機能を最大限に発揮させるため 平時から効率的に緊急時において、既存ストックの機能を最大限に発揮させるため、平時から効率的に 
施設の機能を確保する取り組みを推進 

シャッター砂防堰堤の整備 シャッター砂防堰堤の概要
 

非出水期にはシャッターを開放して土砂を 
流下させ自然な河川の状態を維持しながら

シャッタ 砂防堰堤の整備

扇沢砂防堰堤 

シャッター砂防堰堤の概要

流下させ自然な河川の状態を維持しながら 
捕捉容量を確保し、出水期にはシャッターを 
閉め土石流の流下の防止を図る 
 

緊急時に効率的に土砂の捕捉容量を確保

（長野県大町市）
 堤 高 ：      １１  ｍ 
 堤 長 ：    １２５ ｍ 

⇒緊急時に効率的に土砂の捕捉容量を確保 
 

シャッター未設置 

シャッター設置 

シャッター設置時 

シャッター取り外し時 
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大規模土砂災害に対する危機管理の強化（５） 

土砂災害防止法に基づく緊急調査の実施により、土砂災害のおそれのある区域及び時期を土砂災害防止法に基づく緊急調査の実施により、土砂災害のおそれのある区域及び時期を 
提供し、適切な避難を支援 

大規模な土砂災害の  緊急調査の実施 
土砂災害緊急情報の提供

緊急調査の実施状況 

発生のおそれ  土砂災害緊急情報の提供 

火山噴火に起因する土石流 
緊急調査の実施 

平成23年5月1月～  霧島山（新燃岳） 
          及び周辺地域 
          桜島地域 

霧島山（新燃岳）の対応状況霧島山（新燃岳）の対応状況
1/26～ 噴火

活動活発
化、大量の
降灰発生 
↓

土砂災害緊急情報の提供 

↓ 
1/27～降灰
状況等の 
調査開始 

土砂災害のおそれのある区域

土砂災害の 
おそれのある区域 天然ダムに起因する土石流及び湛水 

土砂災害の 
おそれのある時期 

土砂災害のおそれのある区域

土石流危険渓流の分布状況に応じ規定 
・高千穂峰東～南 時間雨量15mm 
・丘陵部     時間雨量20mm 

土砂災害のおそれのある時期 
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大規模土砂災害に対する危機管理の強化（６） 

想定する規模を上回る大規模な土砂災害が発生した場合においても円滑に応急対策ができるよ

大規模な土砂災害の発生時のシナリオを想定した実践的な訓練 

想定する規模を上回る大規模な土砂災害が発生した場合においても円滑に応急対策ができるよ
う、実践的な訓練を実施。 

図上訓練 現地訓練 

大規模な土砂災害を想定し、災害対応や関
係機関との連携を実践的に訓練することに

災害時に迅速な作業を行うために、資機材の操作
訓練を行い 技術の向上を図る係機関との連携を実践的に訓練することに

より、迅速な対応能力の向上を図る。 
訓練を行い、技術の向上を図る。
 

無人飛行機による情報収集訓練 無人化施工の訓練 

訓練により、課題・
問題点を抽出し、体

災害時に使用する資機
材を平常時から操作の
訓練を行い 人材の技

制、役割等の改善
に反映。 

訓練を行い、人材の技
術の向上を図る。 
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大規模土砂災害に対する危機管理の強化（７） 

広域的に被害を生じる大規模な土砂災害おける国 都道府県及び市町村との連携広域的に被害を生じる大規模な土砂災害おける国、都道府県及び市町村との連携 
及び専門的な知識や技術を有する職員や資機材等の支援 

土砂災害対策にかかる人的資源にかかる支援
広域的な土砂災害危険箇所点検における人材の動員  土砂災害の専門家の派遣による技術支援  研修や訓練を通じた人材育成 

平成23年度より、大規模土砂 
災害の緊急調査の研修を実施

専門家に 
よる講習 

【実施内容】 
・大規模土砂災害の緊急調査に 
 おける計測技術の習得訓練 
・緊急調査実施後に行う氾濫計算 

シミュレーションプログラムの演習

国が有する資機材等による支援

シミュレ ションプログラムの演習
【参加者】 
・国交省 25名、他省庁  2名 

国が有する資機材等による支援
防災ヘリによる被災状況の早期の把握支援  照明車等の派遣による都道府県の活動を支援  無人化施工等の国主導で開発した技術による支援 
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